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シリーズ判決紹介
− 平成24年度第3四半期の判決について −

　企業発展に必要な特許および特許活動とは如何なるものか。企業の特許戦略および特許活動
に携わるものにとっては、永遠の命題のように思える。この命題を少しでも解決するために、
特許の成功事例を分析して優れた特許戦略や活動の一部をご紹介したい。一般に広い特許請求
の範囲で権利化することは製品保護の観点から望ましいことであるが、権利化後に係争に巻き
込まれることがある。その係争の根拠や理由は、審判決や論文などから知ることができる。従っ
て、係争に巻き込まれるあるいは巻き込まれやすい特許の問題点については、公表された内容
から容易に把握することができる。そして、この問題点を解消する対策や努力は絶えずなされ
ていると思うが、係争事件は絶えず発生している。ここにご紹介する成功事例は複数の特許異
議申立を受けるものの、特許請求の範囲を全く変更することなく特許として登録され、その後
係争事件に巻き込まれないで期間満了している。この事例の分析では、
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− 最近の判決から −

事例
令和 5 年（ 行ケ ）第10024 号（ 経皮的分析物センサを
適用するためのアプリケータ、および関連した製造方
法 ）（ 不服 2021-17054 号 ）
令和 6 年1月22日判決言渡、知的財産高等裁判所第
2 部

1. 経緯の概略
　

2. 特許請求の範囲
（１）本願補正発明１に係る請求項

　分説は筆者による。下線部は本件補正により追加

された部分を示す。以下、同じ。

　本件は、発明の名称を「経皮的分析物センサを適用するためのアプリケータ、および関連し
た製造方法」とする出願に関する事件です。本件審決では、審判請求時になされた手続補正は、
新たな技術的事項が追加され、さらに拒絶査定時に引用された引用文献を主引用例とする理由
において新規性及び進歩性を有さず特許出願の際独立して特許を受けることができないとして
当該補正を却下したうえで、補正前の本願発明も新規性及び進歩性を有していないと判断しま
した。これに対して、判決では、当該補正は「新たな技術的事項を導入するものではなく」、「独
立特許要件の充足性に関する本件審決の検討は不十分であって、本件補正の却下は相当ではな
いから」「本件審決は取り消されるべきもの」とされました。
　特に、新規事項の追加について争点となった発明の数値範囲を示す単位における判断と、独
立特許要件の充足性に関して争点となった特許請求の範囲の解釈について、検討すべき点をわ
かりやすく判示していることから、審査・審判の参考になると思いますので御紹介します。

H30.6.18 国際出願（優先権主張：2017年6月19
日、アメリカ合衆国）

（特願2019-570026号）
R3.7.30 拒絶査定
R3.12.10 本件審判請求

同日付けで手続補正書提出（本件補正）
R4.10.24 本件審決（本件補正を却下して原査定

維持）
R6.1.22 本件判決（審決取消）

（２）本願補正発明２（本願発明２）に係る請求項

ア　拒絶査定時の請求項１７

イ　本件補正後の請求項１６

皮膚上アセンブリを受容者の皮膚に適用するため
のアプリケータであって、前記アプリケータが、
前記皮膚上アセンブリの少なくとも一部分を前記
受容者の前記皮膚に挿入するように構成された挿
入アセンブリと、
前記挿入アセンブリを受容するように構成されたハ
ウジングであって、前記皮膚上アセンブリが通過す
るように構成される開孔を備える、ハウジングと、

作動時に、前記挿入アセンブリを作動させて、前

記皮膚上アセンブリの少なくとも前記一部分を前

記受容者の前記皮膚に挿入するように構成された

作動部材と、
前記ハウジングの内部環境と前記ハウジングの外

部環境との間に滅菌バリアおよび蒸気バリアを提

供するように構成された封止要素と、を備え、
前記開孔を封止する前記封止要素が、前記作動部
材も封止するように構成されている、
アプリケータ。

　前記封止要素が、金属箔、金属基材、酸化アル
ミニウム被覆ポリマー、パリレン、蒸気メタライ
ゼーションにより適用された金属で被覆されたポ
リマー、二酸化ケイ素被覆ポリマー、または１０
グラム／１００ｉｎ２未満または好ましくは１グラ
ム／１００ｉｎ２未満の水蒸気透過率を有する任
意の材料のうちの少なくとも１つを含む、請求項
１に記載のアプリケータ。

　前記封止要素が、金属箔、金属基材、酸化アル
ミニウム被覆ポリマー、パリレン、蒸気メタライ
ゼーションにより適用された金属で被覆されたポ
リマー、二酸化ケイ素被覆ポリマー、または１０
グラム／１００ｉｎ２／２４ｈ未満または１グラム
／１００ｉｎ２未満／２４ｈの水蒸気透過率を有
する任意の材料のうちの少なくとも１つを含む、
請求項１に記載のアプリケータ。
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食（例えば、錆び、変色）させ得る。特に針が受容

者の皮膚に入る場合、受容者と接触するこのような

腐食は、深刻な健康被害を引き起こす可能性があ

る。水分はまた、感染性病原体の成長を促進し、そ

れらの増殖の媒体を提供し、深刻な健康被害を引き

起こす可能性がある。本出願は、以下の図１Ａ～

４０のうちの少なくともいくつかに関連してより詳

細に説明されるように、例えば、頂部端（例えば、

近位）または底部端（例えば、遠位）上の１つ以上

の取り外し可能なキャップの使用による、 統合

キャップを含む１つ以上のトリガ機構による、アプ

リケータの１つ以上のオリフィス、開孔、または通

気孔を覆う１つ以上の封止層による、滅菌可能なガ

ス透過性ポリマーによる、滅菌可能なガス透過性ト

リガ機構による、保護カップによる、またはそれら

の任意の組み合わせによる、ガス滅菌可能であり、

かつ／または水分（例えば、水蒸気）封止を含む、

アプリケータの様々な実施形態を提供する。」

「【００４５】

　さらに、特に使い捨てアプリケータの場合、アプ

リケータを時期尚早にまたは予期せずに展開させる

のは苛立たしいか、または危険であり得る。したがっ

て、消費者は、時期尚早の作動の発生を実質的に低

減または防止するために、アプリケータが時期尚早

の展開防止特徴部を含むことが望ましいと感じる場

合がある。時期尚早の展開防止特徴部の例は、以下

の図１Ａ～４０のうちの少なくともいくつかに関連

してより詳細に説明される。」

「【００４９】

取り外し可能なキャップを含む実施形態

　いくつかの実施形態は、滅菌封止および／または

水分バリアとして機能するように構成された取り外

し可能なキャップを含むことができる。例えば、図

１Ａは、 いくつかの実施形態による、 封止要素

１１０を含む、皮膚上アセンブリ１０２を受容者の

皮膚に適用するためのアプリケータ１００の分解切

断図である。アプリケータ１００は、挿入アセンブ

リ１１８（図１Ｂを参照）を収容するように構成さ

れたハウジング１０４を備える。ハウジング１０４

は、展開中に皮膚上アセンブリ１０２（図１Ｂを参

照）が通過するように構成された開孔１０６を備え

3.  本願明細書概要
「【技術分野】

【０００２】

　皮膚上アセンブリを受容者の皮膚に適用するため

のアプリケータ、ならびにそれらの使用および／ま

たは製造の方法が提供される。より具体的には、受

容者の血中グルコースを正確に測定するために経皮

分析物アセンブリを受容者の皮膚に適用するための

装置、ならびにそれらの使用および／または製造の

方法が提供される。」

　本願発明の課題及び効果について次の記載があり

ます。（下線と色、及び、図面への書き込みは筆者

が行いました。以下、同様です。）

「【０００４】

　従来、糖尿病を患う人は、自己監視血糖（ＳＭＢ

Ｇ）モニタを持ち運び、それは典型的には、不快な

指穿刺法を必要とする。快適さおよび便利さに欠け

るため、糖尿病を患う人は通常、１日当たり２～４

回グルコースレベルを測定するのみである。残念な

がら、そのような時間間隔はあまりに離れて分散さ

れるため、糖尿病を患う人は、高血糖または低血糖

状態を知るのが手遅れになる可能性があり、時に危

険な副作用を招く。グルコースレベルは、あるいは、

皮膚上センサアセンブリを含むセンサシステムに

よって連続的に監視され得る。センサシステムは、

測定データを受信機に送信する無線送信機を有して

もよく、受信機は、測定値に基づき情報を処理およ

び表示することができる。」

「【００４３】

アプリケータの滅菌および封止

　異物が人体と接触すると、感染の可能性があり、

深刻な健康被害を引き起こす可能性がある。した

がって、アプリケータ（および／または受容者の身

体部分に接触する、または挿入されるアプリケータ

の部分）の滅菌は望ましいだけでなく、多くの状況

で必要とされる。・・・。加えて、いくつかの実施

形態において、水分（例えば、水蒸気）の進入から

アプリケータを封止することが望ましい場合がある。

水分、特に水蒸気は、アプリケータ内の金属部品、

たとえば針、バネ、または任意の他の金属構造を腐
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る。ハウジング１０４の側面は、作動部材（図１Ａ

～図１Ｃには図示せず）を受容するように構成され

た開口１２０をさらに備えてもよい。そのような作

動部材は、作動すると、挿入アセンブリ１１８に皮

膚上アセンブリ１０２の少なくとも一部分を受容者

の皮膚に挿入させるように構成することができる。

作動部材は、開口１２０の領域のハウジング１０４

の側面上に配設される。ハウジング１０４の側面上

に作動部材を設けることにより、 アプリケータ

１００は、皮膚上アセンブリ１０２の容易な片手展

開を受容者に提供することができる。」

 

「【００７０】

　図２Ｂは、図２Ａのアプリケータ２００の部分分

解図である。図２Ｂにより明確に示されるように、

アプリケータ２００は、作動時に、挿入アセンブリ

１１８（図１Ｂを参照）に、 皮膚上アセンブリ

１０２（図１Ｂを参照）の少なくとも一部分を、開

孔１０６を通して受容者の皮膚に挿入するように構

成された作動部材２５０（例えば、押しボタン）を

さらに備えてもよい。図１Ａ～１Ｃと同様に、取り

外し可能なキャップ２１２は、ハウジング２０４の

側面上に配設された作動部材２５０のおかげで作動

部材２５０を覆い、取り外し可能なキャップ２１２

は、作動部材２５０を包むハウジング２０４の遠位

部分を覆う。このように作動部材２５０を包むこと

は、偶発的な作動を防ぐことができる。封止要素

２１０は、図１Ｂに関連して前述したように、第１

の層１２２および第２の層１２４をさらに備えても

よい。第１の層２２２および第２の層２２４は、取

り外し可能なキャップ２１２の底部の１つ以上の開

孔２２６の上に配設されてもよい。いくつかの実施

形態において、１つ以上の開孔２２６は、アプリ

ケータ２００の滅菌および／または通気を容易にす

る。封止要素２１０の上記の特徴部は、アプリケー

タ２００の共同滅菌および水分封止を提供し得

る。」

「【００８２】

頂部キャップ作動部材を含む実施形態

　いくつかの実施形態は、取り外し可能なキャップ

に結合されるか、または取り外し可能なキャップと

一体的に形成される作動部材を含むことができ

る。・・・。

「【００８５】

　アプリケータ７００は、ハウジング７０４の近位

部分に結合された入れ子式キャップを備える作動部

材７５０をさらに備える。 したがって、 封止層
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「【００９６】

可撓性シェルを含む実施形態

　いくつかの実施形態は、シェルまたはカバーとし

て構成された可撓性部材を含むことができ、これは

ハウジングの上に配設され、作動部材に動作可能に

結合される。例えば、図１１Ａは、いくつかの実施

形態による、ハウジング１１０４の少なくとも一部

分の上に配設された可撓性部材１１６０を含む、皮

膚上アセンブリ１０２を受容者の皮膚に適用するた

めの別のアプリケータ１１００を示す。・・・。ア

プリケータ１１００は、挿入アセンブリ１１８およ

び皮膚上アセンブリ１０２を封入し得るハウジング

１１０４を備える。アプリケータ１１００は、ハウ

ジング１１０４の側面上に配設され、作動時に、挿

入アセンブリ１１８に皮膚上アセンブリの少なくと

も一部分を受容者の皮膚に挿入させるように構成さ

れた作動部材１１５０をさらに備えてもよい。アプ

リケータ１１００は、ハウジング１１０４の上に配

設された可撓性部材１１６０をさらに備えてもよ

い。アプリケータ１１００は、可撓性部材１１６０

の遠位部分を封止し得る第２の層１２４をさらに備

えてもよい。したがって、第２の層１２４は、可撓

性部材１１６０と共に、ハウジング１１０４の内部

環境と外部環境との間に滅菌バリアおよび蒸気バリ

アを提供するように構成された封止要素を提供す

る。 図 １ １ Ａ に 示 されるように、 可 撓 性 部 材

１１６０は、可撓性セクション１１６２が押される

と作動部材１１５０が作動するように、作動部材

７６４は、作動部材７５０（すなわち、キャップ）

とハウジング７０４との間に配設される。作動部材

７５０は、キャップを遠位方向に移動させることに

よって作動されるように構成される。したがって、

作動部材７５０は、キャップが遠位方向に移動する

と、封止層７６４を貫通し、それによってハウジン

グ７０４内の挿入アセンブリ１１８（図示せず）を

作動させるように構成された突出部７５２をさらに

備え得る。いくつかの実施形態において、作動部材

７５０は、作動部材７５０を作動させるのに十分に

遠位方向にキャップを移動するために閾値を超える

圧力が必要とされるようにバネ荷重されてもよい。」

【００９１】

　図８Ｃは、展開構成にある図８Ａのアプリケータ

８００の切断図である。示されるように、展開前に

第２の層１２４が除去されており、作動部材８５０

が遠位方向に移動したものとして示されており、突

出部７５２が封止層７６４を突き刺し、挿入アセン

ブリ１１８を作動させている。」



95 tokugikon  2024.9.27. no.314

判
決
紹
介

１１５０の上に配設されるように構成された可撓性

部材１１６２を備えてもよい。・・・。」

「【０１０２】

追加の実施形態

　代替として、または取り外し可能なキャップに加

えて、様々な実施形態は、滅菌封止および／または

水分バリアを提供するように構成された１つ以上の

他の特徴部を含むことができる。そのような実施形

態のサブセットは、頂部キャップまたは底部キャッ

プのない単一のハウジングを備えてもよい。例えば、

図１５Ａは、いくつかの実施形態による、ハウジン

グ１５０４の遠位開口１０６を封止し、作動部材

１５５０をさらに封止するように構成された剥離可

能層１５２４を含む、皮膚上アセンブリ１０２を受

容者の皮膚に適用するためのアプリケータ１５００

の斜視図を示す。・・・。アプリケータ１５００は、

ハウジング１５０４の側面上に配設され、作動時に、

挿入アセンブリ１１８に皮膚上アセンブリの少なく

とも一部分を受容者の皮膚に挿入させるように構成

された作動部材１５５０をさらに備える。いくつか

の実施形態において、剥離可能層１５２４は、ハウ

ジング１５２４の少なくとも一部分に結合される。

例えば、少なくとも図１５Ａに示されるように、剥

離可能層１５２４は、開孔１０６および作動部材

１５５０を封止するように構成される。したがって、

剥離可能層１５２４は、ハウジング１５０４の内部

環境と外部環境との間に滅菌バリアおよび／または

蒸気バリアを提供するように構成された封止要素を

形成する。いくつかの実施形態において、剥離可能

層１５２４は、封止要素を形成する単一片である。

アプリケータ１５００は、剥離可能層１５２４を除

去し、 それによって開孔１０６および作動部材

１５５０の両方を露出させることによって使用の準

備ができる。このようにして、剥離可能層１５２４

はまた、タンパー表示、時期尚早の展開防止、およ

び落下保護特徴部を同時に提供してもよい。図１５

Ｂは、剥離可能層１５２４が除去された図１５Ａの

アプリケータ１５００を示す。」

「【０１１７】

　アプリケータ３４００は、ハウジング３４０４と

一体に形成された作動部材３４５０（例えば、押し

ボタン）を含み得る。作動部材３４５０は、ユーザ

が押して内部挿入アセンブリ３４７０を作動させる

ように構成され得る（図３４Ｂを参照）。いくつかの

実 施 形 態 において、 取 り 外 し 可 能 なキャ ッ プ

３４１０を取り外した後、ハウジング３４０４は、

作動部材３４５０をロック解除するために表面（例

えば、ユーザの皮膚）に押し付けられるように構成

される。ハウジング３４０４は、内側ハウジング

３４０６に沿って作動されて、作動部材３４５０を

挿入アセンブリ３４７０のトリガアームと整列させ

ることができる。次いで、作動部材３４５０を横方

向に押して、トリガアームを作動させ、挿入アセン

ブリ３４７０を作動させることができる。」
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「【０１０７】

　・・・。図３６Ｂに示されるように、セーフティ

ロック特徴部３６４０が押されている。セーフティ

ロック特徴部３６４０を作動させることにより、内

部ラッチコンポーネントは、作動部材３６５０をロッ

ク位置からロック解除位置まで解放する。作動部材

３６５０の外面は、 ハウジング３６０４の外面

３６０６から半径方向外向きに突出する。このロッ

ク解除位置では、作動部材３６５０をユーザが押し

て、内部挿入アセンブリをトリガすることができる。」

 

4.  引用文献
（１）甲１発明概要（特表２０１３－５２３２１６

号公報）

「【００２８】

　本開示の実施形態は、一般的に、医療用装置を少

なくとも部分的に患者の皮膚に挿入する装置に関す

る。幾つかの実施形態は、体液中の少なくとも１つ

の検体（グルコース等）を検出するためのインビボの

方法および装置に関する。従って、複数の実施形態

は、身体の少なくとも１つの検体に関する情報を得

るために、センサの少なくとも一部がユーザの身体

内（例えば、ＩＳＦ内）に配置される（例えば、ユー

ザの身体内に経皮的に配置される）よう構成された

インビボ検体センサを含む。特定の実施形態では、

インビボ検体センサは、センサから得た情報を処理

するためにユーザの身体上に維持された電子装置ユ

ニットに接続される。」

「【０１４１】

　図４７には、使用前の、キャップ４０４を取り外

す前の状態の挿入器４００が断面で示されており、

図示されているキャップ４０４は、ねじ山４１０と

ねじ山４１１との相互係合を介して、 ハンドル

４０２の遠位部に取り付けられている。キャップ

４０４は、乾燥剤タブレット４９０と、金属箔シー

ル４９２等のシールと、乾燥剤タブレット４９０と

挿入器４００の内部との間の通気性を可能にするタ

イベック層４９４とを含む。

【０１４２】

　図４８に示されるように、挿入器４００の初期構

成において、ハンドル４０２はシース４４２に対し

て近位位置に配設される。そのような構成では、鋭

利部材４２４は接着層４１８のアパチャー４２０か

ら離間した構成に配設される。挿入器４００の長手

方向の軸Ｌが示されている。ハンドル４０２の上面

からは、内壁４７５が遠位へと延びている。（ユーザ

によってハンドル４０２が押下されると、壁４７５

の遠位端部分は、キャリッジ４３０に対して下向き

の力を与える。或いは、遠位へと延びる内壁を有す

るハンドルの代わりに、キャリッジが１以上の上に

延びる壁または突起（図示せず）を含み得る。１以

上の上に延びる内壁または突起は、ハンドル４０２

の上面と接触するのに、或いは、ハンドル４０２の

対応する下に延びる内壁と接触するのに十分な長さ

を有し得る。このように、ユーザによるハンドル

４０２の押下によって、キャリッジの１以上の上に

延びる壁または突起に下向きの力が与えられ、キャ

リッジ（および身体装着用ユニット）を遠位へと前

進させて設置および挿入位置に至らせる。（図４９
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～図５０を参照。）一実施形態では、ハンドル４０２

の下に延びる壁とキャリッジの対応する上に延びる

壁とが位置合わせされており、ユーザによるハンド

ル４０２の押下によって、上に延びる壁と下に延び

る壁とが直接接触し、 それによってキャリッジ

４３０および身体装着用ユニットを遠位へと前進さ

せるようになっている。そのような実施形態では、

ハンドルの下に延びる内壁の遠位端は、 シース

４４２の最も近位の端部の近位に配設される。

【０１４３】

　針キャリア４３４は、ハンドル４０２内において

軸方向に移動可能である。針キャリア４３４は、針

ハブ４３６を支持し、針ハブ４３６からは、鋭利部

材４２４が挿入器４００内において長手方向に延出

している。・・・。

【０１４４】

　図４９は、挿入中の挿入器４００を断面で示す。

ハンドル４０２を、ばね４４６の付勢に逆らって

シース４４２に対して押下すると、 キャリッジ

４３０および針キャリア４３４が、近位位置から遠

位位置へと長手方向に遠位へと移動する。そのよう

な下方向の近位への移動中に、ばね４４６は、ばね

保持部４４８と針キャリア４３４の翼部４５０（図

４６）との間で圧縮される。鋭利部材４２４が遠位

へと付勢されると、鋭利部材４２４はセンサ１４の

センサ挿入部３０（図１７）を被験者の皮膚Ｓの皮

下部分内に運ぶ。」

5. 審決の概要
（１）新規事項の追加について

「上記補正について、令和２年１月１５日提出の翻

訳文提出書とともに提出された明細書の翻訳文に

は、以下のとおり記載されている。

「【０００８】・・・いくつかの実施形態において、

封止要素は、金属箔（例えば、アルミニウム、チタ

ン）、金属基材、酸化アルミニウム被覆ポリマー、

パリレン、蒸気メタライゼーションにより適用され

た金属で被覆されたポリマー、二酸化ケイ素被覆ポ

リマー、または１０グラム／１００ｉｎ＾２未満ま

たは好ましくは１グラム／１００ｉｎ＾２未満の水

蒸気透過率を有する任意の材料のうちの少なくとも

１つを含む。」

「【００５１】・・・封止要素１１０は、水分（例えば、

水蒸気）に対して実質的に不浸透性である第２の層

１２４をさらに備え得る。第２の層１２４は、金属

箔を含むことができるが、水分（例えば、水蒸気）

に対して不浸透性の任意の好適な材料、例えば、金

属箔（例えば、アルミニウムもしくはチタン）、金属

基材、酸化アルミニウム被覆ポリマー、パリレン、

蒸気メタライゼーションによって適用された金属で

被覆されたポリマー、二酸化ケイ素で被覆されたポ

リマー、または１０グラム／１００ｉｎ２未満もし

くは好ましくは１グラム／１００ｉｎ２未満の水蒸

気透過率を有する任意の物質が利用されてもよい。

第１の層１２２および第２の層１２４は、取り外し
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する任意の材料のうちの少なくとも１つを含む。」

　そうすると、「封止要素」の「任意の材料」の「水

蒸気透過率」の「１０グラム／１００ｉｎ２未満」ま

たは「１グラム／１００ｉｎ２未満」との数値限定が

「２４ｈ」（２４時間）当たりの値であることは、『願

書に最初に添付した明細書、特許請求の範囲又は図

面（以下「本願当初明細書等」という。）』には記載さ

れていない。また、「水蒸気透過率」において「グラ

ム／１００ｉｎ２」で示された値を直ちに「２４ｈ」

（２４時間）当たりの値であるとみるべき技術常識

があるわけでもない。」

（２）独立特許要件について

「（３）対比

・・・

エ　引用発明の構成ｂｄの「針キャリア４３４」は、

「ハンドル４０２を」「押下すると」「近位位置から

遠位位置へと長手方向に遠位へと移動」するように

「作動」しているものであるから、本願補正発明の構

成Ｄの「作動部材」に相当する。

　ま た、 引 用 発 明 の 構 成 ｂ ｄ の「 針 キ ャ リ ア

４３４」（作動部材）は、「針ハブ４３６を支持し、

針ハブ４３６からは、 鋭利部材４２４が挿入器

４００内において長手方向に延出している」ことか

ら、同構成ｄの「針キャリア４３４」（作動部材）は、

作動時に、「針ハブ４３６」及び「鋭利部材４２４」

（両者で本願補正発明の「挿入アセンブリ」に相当）

を作動させるものということができる。

・・・

カ　引 用 発 明 の 構 成 ｅｆによれば、「キャ ッ プ

４０４」（封止要素）は、「内周にねじ山４１１を有

し、」「ハンドル４０２は、 ねじ山４１１を介した

キャップ４０４の取り付けのためのねじ山４１０を

外周に有し、」「キャップ４０４」（封止要素）は、「ね

じ山４１０とねじ山４１１との相互係合を介して、

ハンドル４０２の遠位部に取り付けられ」るものであ

る一方、同構成ｂｄによれば、「針キャリア４３４」

（作動部材）は「ハンドル４０２内において軸方向に

移動可能」なものであるから、引用発明の構成ｅｆに

よれば、「キャップ４０４」（封止要素）は、「針キャリ

ア４３４」（作動部材）も封止しているものといえる。

・・・

可能なキャップ１１２の底部の開口１２６を封止す

ることができる。滅菌後の第１の層１２２の上への

第２の層１２４の適用は、第１の層を介して滅菌性

をさらに維持し、第２の層を介して水分バリアを追

加することができる。一緒に、封止要素１１０の上

記の特徴部は、アプリケータ１００の共同滅菌およ

び水分封止を提供し得る。」

「【０１４４】　第１の層２９２２は、Ｔｙｖｅｋ（登

録商標）を含んでもよいが、滅菌ガスに対して透過

性の任意の他の材料を利用してもよい。取り外し可

能なキャップ２９１２への第１の層２９２２の適用

は、製造中の滅菌ガスの後次進入および排出を可能

にし得る。第２の層２９２４は、金属箔を含むこと

ができるが、水分（例えば、水蒸気）に対して不浸透

性の任意の他の材料、例えば、金属箔（例えば、ア

ルミニウム、チタン）、金属基材、酸化アルミニウム

被覆ポリマー、パリレン、蒸気メタライゼーションに

よって適用された金属で被覆されたポリマー、二酸

化ケイ素で被覆されたポリマー、または１０グラム／

１００ｉｎ２未満もしくは好ましくは１グラム／

１００ｉｎ２未満の水蒸気透過率を有する任意の物

質が適用されてもよい。第１の層２９２２および第

２の 層２９２４は、 取り外し 可 能 なキャップ

２９１２の開口（図示せず）を封止することができ

る。滅菌後の第１の層２９２２の上への第２の層

２９２４の適用は、アプリケータ２９００に水分障

壁をさらに提供し得る。第２の層２９２４は、複数

のアプリケータに同時に適用され得るため、バッチ

滅菌および／または蒸気封止が達成され得る。」

「【０１６４】　さらに他の実施形態において、ハウ

ジングの内部環境をハウジングの外部環境から封止

することは、図２９に関連して前述したように、複

数のアプリケータのそれぞれの少なくとも一部分上

に、滅菌ガスに対して不透過性の層を堆積させるこ

とを含む。いくつかのそのような実施形態において、

層は、金属箔（例えば、アルミニウム、チタン）、金

属基材、酸化アルミニウム被覆ポリマー、パリレン、

蒸気メタライゼーションにより適用された金属で被

覆されたポリマー、二酸化ケイ素被覆ポリマー、ま

たは１０グラム／１００ｉｎ２未満または好ましく

は１グラム／１００ｉｎ２未満の水蒸気透過率を有
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１００ｉｎ２未満または好ましくは１グラム／１００

ｉｎ２未満の水蒸気透過率を有する任意の材料のう

ちの少なくとも１つを含む、請求項１に記載のアプ

リケータ」というものである。当該記載からは、「１０

グラム／１００ｉｎ２未満または好ましくは１グラム

／１００ｉｎ２未満の水蒸気透過率を有する任意の

材料」が封止要素を構成する材料であると理解する

ことができるものの、その余の特許請求の範囲の記

載を踏まえても、上記の水蒸気透過率の単位が２４

時間単位であることをうかがわせる記載はない。

（イ）次に本願明細書をみると、封止要素の水蒸気透

過 率 に つ い て は、【 ０ ０ ０ ８】、【 ０ ０ ５ １】、

【０１４４】、【０１６４】の各段落において、「水分

（例えば、水蒸気）に対して不浸透性の任意の好適

な材料、例えば、金属箔（例えば、アルミニウムもし

くはチタン）、金属基材、酸化アルミニウム被覆ポリ

マー、パリレン、蒸気メタライゼーションによって適

用された金属で被覆されたポリマー、二酸化ケイ素

で被覆されたポリマー」等と同様の不浸透性を有す

る材料の例として、「１０グラム／１００ｉｎ＾２未

満または好ましくは１グラム／１００ｉｎ＾２未満

の水蒸気透過率を有する任意の材料」又は「１０グ

ラム／１００ｉｎ２未満もしくは好ましくは１グラム

／１００ｉｎ２未満の水蒸気透過率を有する任意の

物質」との記載がされている。しかし、これらの記載

においても当該任意の材料の水蒸気透過率が２４時

間単位のものであるかは判然としない。したがって、

本願明細書の記載からは、本願発明２の「１０グラ

ム／１００ｉｎ２未満または好ましくは１グラム／

１００ｉｎ２未満」における「グラム／１００ｉｎ２」

が、「グラム／１００ｉｎ２／２４ｈ」という２４時間

単位のものであることを直ちに読み取ることはできな

い。また、当該任意の材料は、封止要素に用いられ

るものであって、水分（水蒸気）に対して実質的に不

浸透性の材料を意味するものと理解することができ

るものの、「実質的に不浸透性の材料」であるという

ことから、当該任意の材料の水蒸気透過率を示す

「１０グラム／１００ｉｎ２」又は「１グラム／１００

ｉｎ２」との記載が２４時間単位であることを意味す

るものとは直ちに認めることはできない。

イ　本願の出願日当時の技術常識について検討する

に、平成２０年３月２０日改正の日本工業規格「プ

ラスチック－フィルム及びシート－水蒸気透過度の

（４）審判請求人の主張について

　・・・

　また、本願補正発明の「作動部材」は、「作動時に、

前記挿入アセンブリを作動させて、前記皮膚上アセ

ンブリの少なくとも前記一部分を前記受容者の前記

皮膚に挿入するように構成された」ものであればよく、

本願明細書の【００７０】に「作動部材２５０（例え

ば、押しボタン）」と記載されているからといって、本

願補正発明の「作動部材」を「押しボタン」であるな

どと解するべきではなく、また、「作動部材」を操作者

が操作する「操作部材」であるなどと解するべき理由

もない。そして、引用発明の構成ｂｄの「針キャリア

４３４」は、「ハンドル４０２を」「押下すると」「近位

位置から遠位位置へと長手方向に遠位へと移動」す

るように「作動」しているものであるから、本願補正

発明の構成Ｄの「作動部材」に相当するものである。

　・・・」

6. 判示事項
（１）新規事項の追加について

「(3)特許請求の範囲等の補正は、「願書に最初に添付

した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事

項の範囲内」においてしなければならない（同法１７

条の２第３項）。これは、出願当初から発明の開示

が十分に行われるようにして、迅速な権利付与を担

保するとともに、出願時に開示された発明の範囲を

前提として行動した第三者が不測の不利益を被るこ

とのないようにしたものと解され、「願書に最初に添

付した明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した

事項」とは、当業者によって、明細書、特許請求の

範囲又は図面のすべての記載を総合することにより

導かれる技術的事項（以下、単に「当初技術的事項」

という。）を意味すると解するのが相当であり、補正

が、当初技術的事項との関係において、新たな技術

的事項を導入しないものであるときは、当該補正は、

「明細書、特許請求の範囲又は図面に記載した事項

の範囲内において」するものということができる。」

「ア（ア）本願発明２に係る特許請求の範囲の記載は

「前記封止要素が、金属箔、金属基材、酸化アルミ

ニウム被覆ポリマー、パリレン、蒸気メタライゼー

ションにより適用された金属で被覆されたポリマー、

二酸化ケイ素被覆ポリマー、または１０グラム／
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されていると主張するが、そうであるとしても、前

記の各文献における使用例に照らすと、本願の出願

日当時、医療分野において、水蒸気透過率を表す場

合に時間単位が用いられることはなかったというこ

とはできない。

　そうすると、当業者が、本願発明２に係る特許請

求の範囲及び本願明細書の「１０グラム／１００ｉ

ｎ２未満または好ましくは１グラム／１００ｉｎ２未

満」との記載をもって、「１０グラム／１００ｉｎ２

／２４ｈ未満または好ましくは１グラム／１００ｉ

ｎ２／２４ｈ未満」を意味するものと当然に理解す

るとは認められない（なお、本願発明２に係る本件

補正は、特許請求の範囲を「１０グラム／１００ｉ

ｎ２ ／２４ｈ未満または好ましくは１グラム／

１００ｉｎ２未満／２４ｈ」とするものであるが、

「１グラム／１００ｉｎ２未満／２４ｈ」は「１グラ

ム／１００ｉｎ２／２４ｈ未満」の誤記であることが

自明である。）。

ウ　もっとも、前掲各証拠上、水蒸気透過率につい

て１時間単位又は２４時間（１日）単位で表すこと

が通常であると認められ、これを前提とすると、本

願発明２の「１０グラム／１００ｉｎ２未満または

好ましくは１グラム／１００ｉｎ２未満」との記載

は、「１０グラム／１００ｉｎ２／ｈ未満または好ま

しくは１グラム／１００ｉｎ２／ｈ末満」又は「１０

グラム／１００ｉｎ２／２４ｈ未満または好ましく

は１グラム／１００ｉｎ２／２４ｈ未満」のいずれか

を意味することが当業者にとって自明であるという

ことはできる。そして、「１０グラム／１００ｉｎ２

／ｈ未満または好ましくは１グラム／１００ｉｎ２

／ｈ未満」を２４時間単位に換算すると「２４０グ

ラム／１００ｉｎ２／２４ｈ未満または好ましくは

２４グラム／１００ｉｎ２／２４ｈ未満」となる。

　そうすると、本願補正発明２は、本願発明２の特

許請求の範囲の記載と同じか又はそれよりも狭い範

囲で水蒸気透過率を定めたものであり、また、この

限定により何らかの技術的意義があることはうかが

えないことからすると、本件補正により、本願発明

２に関し、新たな技術的事項が付加されたというこ

とはできない。

　したがって、本件補正は、本願発明２に関し、当

初技術的事項との関係において、新たな技術的事項

を導入するものではない。」

求め方（機器測定法）　ＪＩＳ　Ｋ　７１２９」（甲

９）には、エンボスなどのない表面が平滑な、プラ

スチックフィルム、プラスチックシート及びプラス

チックを含む多層材料の感湿センサ法、赤外線セン

サ法及びガスクロマトグラフ法による水蒸気透過度

の求め方について規定した規格について、「水蒸気透

過度は、２４時間に透過した面積１平方メートル当

たりの水蒸気のグラム数〔ｇ／（ｍ２・２４ｈ）〕で表

す。」との記載があることが認められるが、本願発明

２においては、封止要素の材料はプラスチック又は

これを含むものに限られるものではなく、また、水

蒸気透過度の測定方法も特定されていないから、上

記日本工業規格をそのまま本願発明２に適用するこ

とができるということはできない。

　また、本願の出願日以前に公開されていた文献に

は、シートやフィルム等の水蒸気透過度について、

「ｇ／ｍ２／２４ｈr」「ｇ／１００ｉｎ．２／２４

ｈr」（甲５・特表２００９－５０３２７９号公

報）、「ｇ／１００ｉｎ２／日」（甲６・国際公開第

２０１６／０９７９５１号、 特表２０１８－

５０１１２７）、「ｇ／１ｍ２ ／２４時間」「ｇ／

１００ｉｎ２／２４時間」（甲７・特開２０１４－

１４８３６１号公報）、「ｇ／ｍ２・ｄａｙ」（甲８・特

開平１１－４３１７５号公報）、「ｇ／２４ｈ／ｍ２」

（ 甲 １ ２・ 米 国 特 許 出 願 公 開 第 ２ ０ １ ６ ／

００５８３８０号明細書）、「ｍｇ／日」（甲１３・

特表２０１２－５１９０３８号公報）などと、２４

時間又は一日当たりの値を示すものがある一方で、

水分バリアーポリマーについて「ｇ－ｍｉｌ／

１００ｉｎ２／ｈ」を用いるもの（乙１の１・２・米

国特許第５７９９４５０号明細書）、絶縁基板につ

いて「ｇ／ｍ２／ｈ」を用いつつ、樹脂封止シートに

ついては「ｇ／ｍ２・ｄａｙ」を用いるもの（乙２・

特開２０１４－６７９１８号公報）、透明性樹脂

シートについて「ｇ／ｍ２・１ｈｒ」を用いるもの（乙

３・特開２０１０－２８４２５０号公報）、火傷創

傷包帯の基材について「グラム／１ｈ／１平方

フィート」を用いるもの（乙４の１・２・米国特許第

４８２０３０２号明細書）があり、１時間単位の値

が用いられているものもみられるから、本願の出願

日当時、水蒸気透過率について２４時間単位で表す

ことが通常であったということはできない。原告は、

医療分野では２４時間又は一日単位が一般的に使用
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ることによって作動されるように構成される。」

(【００８５】)及び【図７Ｂ】の各記載によると、作

動部材はキャップ自体である場合があり、作動部材

であるキャップを押すなどして移動させることによ

り、挿入アセンブリを作動させることも想定されて

いる。なお、【００９０】及び【図８Ｂ】によると、「入

れ子式キャップ」を作動部材とする例もある。

　(ｴ) 「図１１Ａに示されるように、 可撓性部材

１１６０は、可撓性セクション１１６２が押される

と作動部材１１５０が作動するように、作動部材

１１５０の上に配設されるように構成された可撓性

部材１１６２を備えてもよい。」(【００９６】)及び

【図１１Ａ】の各記載によると、作動部材の上に可

撓性部材が配設されて、可撓性部材を介して作動部

材を押す場合も想定されている。

　(ｵ) 「作動部材１５５０をさらに封止するように構

成された剥離可能層１５２４を含む・・・アプリ

ケータ１５００は、剥離可能層１５２４を除去し、

それによって開孔１０６および作動部材１５５０の

両方を露出させることによって使用の準備ができ

る。」(【０１０２】)及び【図１５Ｂ】の各記載による

と、作動部材を封止する剥離可能層を除去して、作

動部材を露出させると使用の準備ができるのである

から、露出した作動部材を利用者が押すなどして作

動させることが想定されている。なお、作動部材が

露出することで準備ができる旨の記載は本願明細書

の【 ０ １ ０ ３】、【 ０ １ ０ ４】、【 ０ １ ０ ５】、

【０１２５】にもある。

　(ｶ) 「作動部材３６５０をユーザが押して、内部

挿 入 アセンブリをトリガすることができる。」

(【０１０７】)及び【図３６Ｂ】の各記載によると、

利用者が作動部材を押して挿入アセンブリを作動さ

せることが想定されている。作動部材を押す旨の記

載 は 本 願 明 細 書 の【 ０ １ ０ ８】、【 ０ １ ０ ９】、

【０１１７】、【０１３２】にもある。

　(ｷ) 以上を総合すると、本願明細書においては、

「作動部材」は、押しボタンやキャップなど利用者

が直接又は可撓性部材を介して押したり移動させた

りすることができる部材であって、これを移動させ

ることがトリガとなって、挿入アセンブリが作動す

ることとなる部材を指すものと解するのが相当であ

り、このような理解は、作動部材が挿入アセンブリ

を「作動させる」ものであるという特許請求の範囲

（２）独立特許要件について

「(2) 本願補正発明１の「作動部材」の意義

　ア　本願補正発明１の特許請求の範囲には、「作

動時に、前記挿入アセンブリを作動させて、前記皮

膚上アセンブリの少なくとも前記一部分を前記受容

者の前記皮膚に挿入するように構成された作動部

材」との記載がある。この記載によると、「作動部材」

とは、挿入アセンブリを作動させて、皮膚上アセン

ブリの少なくとも一部分を受容者の皮膚に挿入する

ようにするものである。

　イ　次に、本願明細書の記載について検討する。

　(ｱ) 「ハウジング１０４の側面は、作動部材（図１

Ａ～図１Ｃには図示せず）を受容するように構成さ

れた開口１２０をさらに備えてもよい。・・・ハウ

ジング１０４の側面上に作動部材を設けることによ

り、 アプリケータ１００は、 皮膚上アセンブリ

１０２の容易な片手展開を受容者に提供することが

できる。」(【００４９】)及び【図１Ａ】の各記載によ

ると、ハウジングの側面に作動部材を設けることに

より、本願補正発明１のアプリケータの受容者（利

用者）が、容易に片手でアプリケータを展開するこ

とができるのであるから、受容者が、片手でアプリ

ケータを保持し、ハウジングの側面にある「作動部

材」を押して挿入アセンブリを作動させて、皮膚上

アセンブリを皮膚に挿入させて使用することが想定

されている。なお、本願明細書【００７４】にも上

記同様の記載がある。

　(ｲ) 「アプリケータ２００は、作動時に、挿入アセ

ンブリ１１８（図１Ｂを参照）に、皮膚上アセンブ

リ１０２（図１Ｂを参照）の少なくとも一部分を、

開孔１０６を通して受容者の皮膚に挿入するように

構成された作動部材２５０（例えば、押しボタン）

をさらに備えてもよい。・・・取り外し可能なキャッ

プ２１２は、作動部材を包むハウジング２０４の遠

位部分を覆う。このように作動部材２５０を包むこ

と は、 偶 発 的 な 作 動 を 防 ぐ こ と が で き る。」

(【００７０】)、【図１Ｂ】及び【図２Ｂ】の各記載に

よると、作動部材は例えば「押しボタン」であり、

これをキャップで包むことによって偶発的な作動を

防止することが想定されている。

　(ｳ) 「封止層７６４は、作動部材７５０（すなわ

ち、キャップ）とハウジング７との間に配設される。

作動部材７５０は、キャップを遠位方向に移動させ



102tokugikon  2024.9.27. no.314

判
決
紹
介

許要件としての引用発明に基づく新規性欠如の拒絶

理由があるということはできない。

　そうすると、本願補正発明１が引用発明と同じで

あるとした本件審決の判断には誤りがある。また、

本件審決は、仮に本願補正発明１と引用発明に相違

点があるとしても容易に発明することができたとし

たが、当該判断が前提とした相違点は何ら特定され

ておらず、本件審決では前記相違点に関する具体的

検討がされていない以上、少なくとも、独立特許要

件違反に関する本件審決の判断は不十分であったと

いわざるを得ない。」

7. 判決から導き出される事項
（１）水蒸気透過率に係る単位時間の特定手法

　発明を特定するために、単位とともに数値範囲を

限定する請求項は、よく見受けられるところ、補正

前の水蒸気透過率は当該請求項において単位時間が

特定されていなかったので、まずは、明細書等の記

載を参酌して、２４時間単位であることを意味する

ものとは直ちに認めることはできないとしています。

　次に、本願の出願日当時の技術常識を検討し、水

蒸気透過率を２４時間単位で表すことが通常であっ

たかを判断して、当業者が、本件補正前の特許請求

の範囲及び本願明細書の「１０グラム／１００ｉｎ
２未満または好ましくは１グラム／１００ｉｎ２未

満」との記載をもって、「１０グラム／１００ｉｎ２

／２４ｈ未満または好ましくは１グラム／１００ｉ

ｎ２／２４ｈ未満」を意味するものと当然に理解す

るとは認められないとしています。

　最後に、技術常識として把握される単位時間が１

時間単位と２４時間単位の２通りだけであったこと

から、水蒸気透過率の単位時間は１時間単位又は

２４時間単位で表すことが通常であるとの前提にお

いて、２４時間単位と解した水蒸気透過率は１時間

単位と解した水蒸気透過率よりも狭い範囲であるこ

とと、２４時間単位との限定により新たな技術的意

義がないことを検討して、本件補正により新たな技

術的事項が付加されたということはできず、本願発

明の水蒸気透過率は２４時間単位であるとの特定を

追加することは許容されました。

　このとおり本件では、水蒸気透過率のように単位

時間が必須の特定要素であるにも関わらず、特許請

求の範囲や明細書に記載も示唆もされておらず、技

の記載とも整合する。そして、本願明細書にはこれ

に反する記載はない。

　ウ　したがって、本願補正発明１における「作動

部材」は、当該部材に対する押すなどの作用がトリ

ガとなって、挿入アセンブリが作動することとなる

部材を指すと認めるのが相当である。

　(3) 引用発明における「作動部材」

　引用発明（前記(1)イ）においては、ユーザが「ハ

ンドル４０２」を押下すると、「針キャリア４３４」

が移動し、これによって針ハブ及びこれから延出す

る鋭利部材４２４が、センサ１４のセンサ挿入部

３０を、被験者の皮膚Ｓの皮下部分内に運ぶから、

ユーザが、「ハンドル４０２」を押下することがトリ

ガとなって、挿入アセンブリに相当する「針ハブ及

び鋭利部材４２４」が作動することとなるものと認

められる。そうすると、引用発明において、本願補

正発明１の「作動部材」に相当するものは「ハンドル

４０２」である。

　(4) 本願補正発明１の構成Ｆについて

　前記(2)及び(3)を前提として検討すると、引用発

明における「ハンドル４０２」は本願補正発明１の

「作動部材」に相当するところ、「ハンドル４０２」

はアプリケータの最上面に存在しており、ハンドル

４０２の円筒状の壁の遠位端の開口部を封止する

「キャップ４０４」が、ハンドル４０２を覆ってい

るものではないから（甲１【図４７】参照）、引用発

明においては作動部材が、開口部を封止する封止要

素により封止されていないことが明らかである。そ

うすると、本願補正発明１が「前記開孔を封止する

前記封止要素が、前記作動部材も封止するように構

成されている」のに対し、引用発明はそのような構

成を有していない点において両者は相違することに

なる。確かに引用発明においても、挿入アセンブリ

の動作が制限されることにより、ハンドル４０２の

押下が制限され、結果的に作動部材の偶発的作動を

防ぐという目的が達成されることになると考えられ

るが、「ハンドル４０２」そのものが封止されている

わけではない以上、その相違する部分が引用発明の

本質的部分に係るものかどうかは別として、相違点

が認められることに変わりはない。

　(5) 小括

　そうすると、本願補正発明１と引用発明が同じで

あるとはいえないから、本願補正発明１に、独立特
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で特定の単位時間とすることを許容しています。

　補正前の発明の特徴点が、水蒸気透過率を特定し

た点にあったところ、単位時間を追加する補正が新

規事項の追加に当たらないとされたのは、補正前の

水蒸気透過率の単位において当然規定される単位時

間が記載されていなかったとの明らかな誤りであっ

たことと、水蒸気透過率における単位時間は２通り

の解釈に限られていたこととの、個別の事情があっ

たことが理由と思われます。

　本件判決における手法が直ちに他の事案に適用で

きるものとは考えづらいですが、単位時間を特定する

一解決案としては評価することができると思われます。

（２）本願請求項において特定されている構成要件だ

けからみると、審決のとおり本願発明の「作動部材」

は、「作動時に、前記挿入アセンブリを作動させて、

前記皮膚上アセンブリの少なくとも前記一部分を前

記受容者の前記皮膚に挿入するように構成された」

とだけ特定されていることからすれば、挿入アセン

ブリを作動させる部材であれば含まれ、「トリガ」と

なる部材に限定されているとまでは解釈できないと

思われます。

　他方、判決では「作動部材」の意義を、特許請求

の範囲の記載を検討することはもちろんのこと、明

細書等における「作動部材」に係る記載を逐一検討

した上で、両者の整合的な解釈により、当該部材の

意義を導き出しております。

　このとおり、特許請求の範囲の記載だけから部材

の意義を特定できない場合には、明細書等の記載も

参酌することにより、当該部材の意義を解釈するこ

とが重要であることがわかりました。

　本件から、特許請求の範囲の記載からだけでは本

願発明の技術内容を具体的に理解できない場合は、

明細書等の記載を参酌することの大切さを確認する

ことができました。

執筆者紹介
宮下 誠（みやした まこと）（審判部訟務室）

（特に注が無い限り、括弧内は執筆時点での所属を表しています。）

術常識からも特定できなかった場合であったが、採り

うる単位時間が２通りしかない中で、範囲が狭くなる

方の補正を選択したことから、補正前のものよりも特

許請求の範囲が広がることがないことが理解でき、か

つ、その補正によって新たな技術的意義が付加され

たということもないので、単位時間を特定することが

新規事項の追加に該当しない、とされました。

（２）特許請求の範囲における「作動部材」の解釈

　本願明細書の「作動部材」について記載された段

落や図面を網羅的に挙げて、丁寧に説示することで、

本願発明の「作動部材」の意義を検討しています。

特に、【図８Ｂ、Ｃ】や【図３４Ｂ】に係る具体的な

実施例から明らかなように、本願明細書等に作動部

材として開示されている部材は、利用者が直接又は

可撓性部材を介して押したり移動させたりすること

ができる部材であって、これを移動させることがト

リガとなって、挿入アセンブリが作動することとな

る部材を指すものだけであることがわかります。

　このことから、本願補正発明１における「作動部

材」は、当該部材に対する押すなどの作用がトリガ

となって、挿入アセンブリが作動することとなる部

材を指すと判断しています。

　これを踏まえて、引用発明において、利用者が直

接又は可撓性部材を介して押したり移動させたりす

ることができる部材であって、これを移動させるこ

とがトリガとなって、挿入アセンブリが作動するこ

ととなる部材である「ハンドル４０２」を「作動部

材」に相当するものであると判断しています。

　そして、引用発明の「キャップ４０４」は「ハンド

ル４０２」を封止する構成でないことは明らかであ

るから、本願補正発明１との間で相違点が存在する

と判断しています。

8. まとめ
（１）水蒸気透過率に係る単位時間に関して、特許

請求の範囲や明細書の記載、出願当時の技術常識か

ら、どのような単位時間が通常用いられるものであ

るかを、審決も判決も判断しています。

　ここから、判決では、一歩踏み込んで、技術常識に

より２通りの可能性が存在した場合に、それらを換算

することで特許請求の範囲で特定されている数値範囲

を比較し、新たな技術的意義がないことを検討した上
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